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　することができる経費は、「第３表　繰越明許費」による。

　　　令和５年２月７日提出

　　　提　案　理　由

横 浜 市 長   山   中   竹   春

　人件費及び新本牧ふ頭整備費等を補正したいので提案する。

第３条 地方自治法第213条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用

　（市債の補正）

第２条　市債の変更は、「第２表　市債補正」による。

　（繰越明許費）

市第140号議案

　　　令和４年度横浜市港湾整備事業費会計補正予算（第２号）

令和４年度横浜市の港湾整備事業費会計補正予算（第２号）は、次に

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

　る。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ 3,447,409 千円を減

額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 36,501,599 千円とす
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第１表　歳入歳出予算補正

  　歳  　　入

補 正 前 の 額 計

44 繰繰 越越 金金 111133,,006655 22,,559911 111155,,665566

1 繰 越 金 113,065 2,591 115,656

55 諸諸 収収 入入 2222,,995566,,006622 △△ 11,,115555,,000000 2211,,880011,,006622

2 雑 入 21,261,433 △ 1,155,000 20,106,433

66 市市 債債 1155,,550011,,990000 △△ 22,,229955,,000000 1133,,220066,,990000

1 市 債 15,501,900 △ 2,295,000 13,206,900

3399,,994499,,000088 △△ 33,,444477,,440099 3366,,550011,,559999

款 項 補 正 額

歳歳 入入 合合 計計

千円 千円 千円
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  　歳  　　出

補 正 前 の 額 計

11 港港湾湾整整備備事事業業費費 3399,,994499,,000088 △△ 33,,444477,,440099 3366,,550011,,559999

1 管 理 費 1,253,090 2,441 1,255,531

4
新 本 牧 ふ 頭
整 備 費

18,760,750 △ 1,469,850 17,290,900

6
港 湾 施 設 等
整備費貸付金

6,267,900 △ 1,980,000 4,287,900

3399,,994499,,000088 △△ 33,,444477,,440099 3366,,550011,,559999

款 項 補 正 額

歳歳 出出 合合 計計

千円 千円 千円
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　 第２表　市 債 補 正

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

新 本 牧 ふ 頭
整 備 費
負 担 金

6,894,000 6,579,000

港 湾 施 設 等
整 備 費
貸 付 金

6,267,900 4,287,900

計計 1155,,550011,,990000 1133,,220066,,990000

起債の目的
補　　　　　　　正　　　　　　　前 補　　　　　　　正　　　　　　　後

 5.0％

以内

  ただ

し、利

率見直

し方式

で借り

入れる

資金に

つい

て、利

率の見

直しを

行った

後にお

いて

は、当

該見直

し後の

利率と

する。

　起債年度

の翌年度か

ら据置期間

を含め、30

年以内に償

還する。た

だし、本期

間中、未償

還額の範囲

内において

借り換える

ことができ

る。

　公的資金

を借り入れ

る場合は、

その融通条

件による。

 5.0％

以内

  ただ

し、利

率見直

し方式

で借り

入れる

資金に

つい

て、利

率の見

直しを

行った

後にお

いて

は、当

該見直

し後の

利率と

する。

　起債年度

の翌年度か

ら据置期間

を含め、30

年以内に償

還する。た

だし、本期

間中、未償

還額の範囲

内において

借り換える

ことができ

る。

　公的資金

を借り入れ

る場合は、

その融通条

件による。

　市債証券の

発行または普

通貸借の方法

による。

　起債の時期

は令和４会計

年度。ただし、

その全部また

は一部を翌年

度以後に繰り

越し、起債す

ることができ

る。

　市債証券の

発行または普

通貸借の方法

による。

　起債の時期

は令和４会計

年度。ただし、

その全部また

は一部を翌年

度以後に繰り

越し、起債す

ることができ

る。
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事　　　業　　　名 金　　　額

1
港 湾 整 備
事 業 費

1 管 理 費 電気設備修繕事業 40,000

1
港 湾 整 備
事 業 費

1 管 理 費 機械設備修繕事業 4,000

1
港 湾 整 備
事 業 費

3
山 下 ふ 頭 用 地
造 成 等 事 業 費

山下ふ頭用地造成等事業 787,000

1
港 湾 整 備
事 業 費

4
新 本 牧 ふ 頭
整 備 費

新本牧ふ頭第１期地区整備事業 4,570,000

1
港 湾 整 備
事 業 費

4
新 本 牧 ふ 頭
整 備 費

新本牧ふ頭整備費負担金 3,959,000

1
港 湾 整 備
事 業 費

5
建設発生土受入
事 業 費

建設発生土受入事業 544,000

1
港 湾 整 備
事 業 費

6
港 湾 施 設 等
整 備 費 貸 付 金

港湾施設整備費貸付金 261,000

1
港 湾 整 備
事 業 費

6
港 湾 施 設 等
整 備 費 貸 付 金

物流施設整備費貸付金 2,038,000

1122,,220033,,000000

  第３表　繰越明許費

款 項

設設　　　　　　　　　　　　定定　　　　　　　　　　　　額額　　　　　　　　　　　　合合　　　　　　　　　　　　計計

千円




